
参考資料２

建設リサイクル専門委員会の設置について

１．設置の趣旨

（ ） 、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 平成１２年法律第１０４号 は

平成１２年の法施行（１４年完全施行）後、特定建設資材廃棄物の再資源化等に関

する目標として、平成２２年度における再資源化等率を９５％と定め、その達成に

向け取り組んできており着実に進展しているところであるが、一部の品目において

は再資源化が十分に進んでいるとは言えない状況にある。また、建設廃棄物の不法

投棄は、産業廃棄物全体の７～８割を占めており、依然として全国各地で深刻な問

題である。

同法の附則第４条において 「政府は、この法律の施行後五年を経過した場合に、

おいて、この法律の施行状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする 」と規定されており、標記専門委員会を設置して、建設リサ。

イクル制度の見直しについて検討するものである。

２．検討事項

（１）特定建設資材廃棄物の分別解体等の促進策に関すること

（２）特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進策に関すること

（３）その他建設リサイクル制度の運営に関する検討

３．検討スケジュール

月 日（月）に第１回専門委員会を開催。10 15

月６日（火）に第２回専門委員会（第１回合同会合）を開催予定。11

今後、概ね月１回程度開催する予定。

４．運営方針

、 、 。・専門委員会は 専門学識経験者 関係業界及び地方公共団体関係者から構成する

・国土交通省社会資本整備審議会環境部会建設リサイクル推進施策検討小委員会と

の合同開催を行うことを予定。



 （別添１） 

 

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会の専門委員会の設置について 

 

（平成１９年９月２８日部会決定） 

 

 

 中央環境審議会議事運営規則（平成１３年１月１５日中央環境審議会決定）に基づ

き、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会の専門委員会について、次のとおり決定

する。 

 

１．中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会（以下「部会」という。）に、建設リサ 

イクル専門委員会（以下「専門委員会」という。）を置く。 

 

２．専門委員会においては、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 

１２年法律第１０４号）」に基づく特定建設資材廃棄物の分別解体等及び再資源化 

等に関する事項について検討を行う。 

 

３．部会に設置する専門委員会に属すべき委員、臨時委員及び専門委員は、部会に属 

する委員、臨時委員又は専門委員の中から部会長が指名する。 

 



（別添２） 

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会 

建設リサイクル専門委員会委員名簿 

（敬称略・５０音順） 

委員長  細田  衛士     慶應義塾大学経済学部教授 

 

委員   出野 政雄  （社）全国解体工事行団体連合会専務理事 

大塚  直  早稲田大学法学部教授 

大塚  浩之    （株）読売新聞東京本社論説委員 

織  朱實      関東学院大学法学部准教授 

酒井 伸一     京都大学環境保全センター教授 

佐藤 泉   弁護士 

杉山  涼子     富士常葉大学環境防災学部准教授 

清家  剛      東京大学大学院新領域創成科学研究科社会文化環境学専攻准教授 

髙木  博司     京都市環境局循環型社会推進部長 

髙戸 章   （社）全国建設業協会環境委員会委員 

南部 美智代  全日本自治団体労働組合現業局長 

平田 耕一  （社）日本建材・住宅設備産業協会３R推進委員会委員 

三本   守   （社）全国産業廃棄物連合会理事 

村上  泰司  （社）住宅生産団体連合会産業廃棄物分科会委員 

森  浩志    東京都環境局廃棄物対策部長 

横田  勇      静岡県立大学名誉教授 

米谷 秀子  （社）日本建設業団体連合会建設副産物専門部会委員 

 

 


